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ＮＰＯ未利用資源事業化研究会会員限定版
未利研メルマガ　

第１9号
１．はじめに
持続可能社会の構築が急がれる中、海洋プラスチックや、中国の資源ごみ輸入規制など環境に及ぼす様々な問題が生じています。先日大阪で開催されました20カ国・地域首脳会議（G20大阪サミット）は最終日の29日、国際的に問題となっている海洋プラスチックごみ（廃プラ）は、2050年までにゼロにする目標を導入することで一致したと閉幕後の議長会見で安倍晋三首相が明らかにしました。

このような環境問題、とくにごみ問題がクローズアップされている中で、当ＮＰＯでは第10回情報交換会として経済産業省製造産業局の荒木課長補佐をお招きして、とくに繊維・プラスチック分野のサステイナビリティと環境問題に関する国際社会及び国内制度についてお話を伺いました。これらの情報は未利用資源の事業化を目指す当ＮＰＯにおいて非常に重要であるため、ここでは荒木氏の講演資料を抜粋することにより要点について紹介することにします。
参考文献：“繊維分野におけるサステイナビリティと環境問題に関する国際社会及び国内制度”経済産業省製造産業局生活製品課　課長補佐　荒木貴志
（2019年6月26日（一社）日本繊維機械学会・繊維リサイクル技術研究会　第133回情報交換会（共催：ＮＰＯ未利用資源事業化研究会）における講演配布資料）

２．プラスチックごみ対策
2.1　海洋流出防止

G20（6/15-16 G20エネルギー・環境大臣会合＠軽井沢）
〇海洋プラスチックごみ対策の実施枠組構築
「生産・使用の抑制」ではなく、「海洋への流出防止」を重視して、各国ができる範囲内で、①廃棄物管理、②海洋ごみの回収、③イノベーション、④能力強化を柱とする行動計画を今後策定
海洋プラスチックごみ対策アクションプラン(5/31 関係閣僚会議決定）
〇「新たな汚染を生み出さない世界」の実現に向け、G20の実施枠組構築に先立って、
日本国としての行動計画を率先して策定。

【対策分野】
①プラスチックごみの回収・適正処理の徹底（例：国内の廃プラ処理・リサイクル施設増強）
②ポイ捨て・不法投棄・非意図的な海洋流出の防止(例：漁業者による漁具の適正管理）
③ポイ捨て・不法投棄されたプラスチックごみの回収(例：「海ごみゼロウィーク」での清掃活動）
④海洋に流出したプラスチックごみの回収（例：自治体による海岸漂着物の回収処理を支援）
⑤イノベーションによる代替素材への転換
（例：「海洋生分解性プラスチック開発・導入普及ロードマップ」
「クリーン・オーシャン・マテリアル・アライアンス(CLOMA)」
⑥取組を促進するための関係者の連携協働（例：経団連の「業種別プラスチック関連目標」）
⑦途上国等における対策促進のための国際貢献（例：ASEANナレッジセンター設立）
⑧実態把握・科学的知見の充実（例：モニタリング手法の国際調和の推進）
海洋漂着物処理推進基本方針の改正（5/31　閣議決定）
〇マイクロプラスチック対策等を追加（事業者の使用抑制努力、国の実態調査等）
2.2　国際資源循環の管理
バーゼル条約改正
〇「汚れた」プラ廃棄物を輸出入の規制対象
に追加（輸出相手国の事前同意義務付け：2021年1月発効)
2.3　国内資源循環の強化

プラスチック資源循環の強化（5/31　関係省庁連名策定）
〇マイルストーン
＜リデュース＞
・～2030年ワンウェイプラ累積25％削減
※レジ袋有料義務化
＜リユース・リサイクル＞
・～2030年容器包装の6割をﾘｻｲｸﾙ
・～2035年使用済プラ100％有効利用
＜再生利用等＞
・～2030年再生材利用倍増
・～2030年ﾊﾞｲｵﾏｽﾌﾌﾟﾗ200万ﾄﾝ導入
2.4　経団連の業種別プラスチック関連目標（循環型社会形成自主行動計画）
 海洋プラスチック問題の解決やプラスチック資源循環の推進に貢献する経済界の自主的な取組みの深化および裾野拡大の観点から、経団連が主導して、業種団体等が「業種別プラスチック関連目標」を設定して取りまとめ。

 本年４月、20業種が43の「業種別プラスチック関連目標」を表明。引き続き、その他業種団体において検討を深め、目標の新たな設定・充実化を図る。

 経団連は、これらの自主的取組みを推進し、広く国内外に発信。
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2.5　最近の国際動向（欧州プラスチック戦略）
2018年1月11日、イギリスのメイ首相は、2042年までに不要なプラスチック廃棄物をゼロにする25年の長期環境計画を公表。

2018年4月19日、メイ首相は、single use plastic対策として、プラスチック製ストロー、飲料をかきまぜるマドラー、綿棒の販売禁止に向けたコンサルテーションに入ると発言。また、先月、プラスチックボトルにデポジット制を導入。

　2018年1月16日、EUは「プラスチック戦略」を発表。

【イギリスの長期環境計画】


 ス―パのレジ袋を有料化（課税）しているが、全ての小売店に拡大。（＊有料化で90％使用減）

プラスチック容器がない陳列棚の実現。


 新たな税システムについても検討。


 どのように使い捨てプラスチック（single use plastic）を削減するか検討。


 イノベーションのための研究開発推進。

【EUのプラスチック戦略】
ヨーロッパは2030年までに全てのプラスチック容器包装をリサイクルへ（埋立禁止）

※現在リサイクルされているのは3割未満


 REACHにより意図的なマイクロプラスチックの製品への添加の制限のプロセスを開始。非意図的なタイヤ、繊維、塗料からの排出についても政策オプションを検討。ペレット漏出を削減するための措置を実施。


 使い捨てプラスチックを削減（レジ袋以外にもストロー、ボトル、コーヒーカップ、ふた、刃物など）。法的規制も検討（2018年5月）。


 そのほか、港や船の規制を強化し、海への放出を防ぐ、イノベーション促進のための研究ファンド（2020年までに1億ユーロ増額）、消費者向けのわかりやすいラベルの基準など。


 検討されていたプラスチック包装への課税は盛り込まれなかった。（引き続き検討中）


 中国の廃プラ輸入禁止はEUプラスチック業界の変革を促す機会になるとの報道も。

2.6　日本から中国向けの廃プラスチック輸出について

2017年7月の中国における廃プラスチック輸入禁止（2017年12月施行）により日本から中国への廃プラスチック輸出は、きわめて少なくなった。

マレーシアとタイは2018年に輸入禁止措置、ベトナムは輸入制限。
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３.　現行の廃棄物・リサイクル制度の成果
廃棄物・リサイクルに係る各種法制度の整備により、最終処分量は減少、再生利用率や循環利用率は増加している。
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４.　ビジネスモデル、市場構造と顧客行動の変化（製品の段階での繰り返しの使用）
今後は機能提供を重視したPaaS、シェアリング、リユース等のビジネスモデルに対応した製品設計を慫慂することが考えられる。
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５．おわりに
　廃棄物の適正処理がますます重要視されるとともに国内で排出された廃棄物は国内で処理しなければならない状況になっている。廃棄物を未利用資源と考えた場合、当ＮＰＯの役割はますます重要になるものと考えられる。また、アイデア次第では大きなビジネスチャンスでもある。会員各位が協働し、持続可能な社会づくりに少しでも貢献出来れば幸いである。
なお、最初にも述べたように以上の内容は荒木氏講演（配布資料）の抜粋である。配布資料原本を御希望の会員は送付先を明記の上、事務局までご一報ください。
６.　次回発行予定

　2019年8月
主な内容：第10回情報交換会（開催日：2019年6月26日(水)）についての続編。
編集後記

当ＮＰＯの第10回情報交換会では数々のヒット商品を生み出された元花王の忽那氏から商品開発のいろはについて講演をしていただきました。次回のメルマガでは忽那氏の講演内容「商品開発は材料、素材の仕上げ方」を紹介します。
ぜひ、今後とも未利研メルマガをご愛読ください。
内容についてのご意見、希望する話題・内容、および配信停止・解除の連絡は下記、田村までメールして頂ければ幸いです。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
NPO法人未利用資源事業化研究会 メルマガ編集委員長
田村　哲志 tetsuji_tamura@miriyoshigen.jp
〒602-0898京都市上京区今出川通烏丸東入上る相国寺門前町636
TEL/ FAX：075-252-5501
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
